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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エネルギー変換端末装置を電気エネルギー供給網（６１）に接続し、該エネルギー供給
網（６１）を介してデータを交換するための装置において、
　前記エネルギー供給網（６１）に接続するための配電網端子（１１）と、前記エネルギ
ー供給網（６１）を介してデータを受信及び送信する通信ユニット（２０）と、データ交
換を制御し、かつ、前記エネルギー変換端末装置の電力、複数のセンサ（４１）の電力及
び前記エネルギー変換端末装置を監視する割り当てられた信号処理部（４２）の電力を開
又は閉ループ制御するための論理ユニット（３０）と、前記エネルギー変換端末装置との
間のエネルギーの流れを制御する電源ユニット（５０）とが設けられており、
　前記配電網端子（１１）と、前記通信ユニット（２０）と、前記論理ユニット（３０）
と、複数のセンサ（４１）を有するセンサユニット（４０）と、前記複数のセンサ（４１
）に割り当てられた前記信号処理部（４２）と、前記電源ユニット（５０）とが、１つの
特定用途向け集積回路（１０）（ＡＳＩＣ）に統合されており、
　前記通信ユニット（２０）は、無線インタフェース（２２）を有しており、
　前記電源ユニット（５０）は、光起電力モジュールを前記エネルギー供給網（６１）に
接続可能であり、
　前記電源ユニット（５０）はエネルギー供給モジュール（５３）を有し、前記エネルギ
ー供給モジュール（５３）はエネルギーの電力変換を行う、
ことを特徴とする装置。
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【請求項２】
　前記論理ユニット（３０）は、少なくとも前記エネルギー変換端末装置を開及び閉ルー
プ制御及び診断し、センサデータを処理し、前記エネルギー供給網（６１）から前記通信
ユニット（２０）を介して受信した設定情報及び制御情報を処理し、ログインデータとス
テータス情報を前記通信ユニット（２０）を介して前記エネルギー供給網（６１）に送信
するための計算ユニット（３１）を有している、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記センサユニット（４０）は加速度、姿勢、温度、電流及び／又は電圧を測定するた
めの集積センサ（４１）を有している、及び／又は、前記センサユニット（４０）は外部
センサデータを受け取るためのインタフェース（４３）を有しておりかつ前記センサユニ
ット（４０）は前記複数のセンサ（４１）から供給される信号の信号処理部（４２）を有
している、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項４】
　前記電源ユニット（５０）は、消費デバイス駆動制御モジュール（５１）及び／又はオ
ンオフスイッチ（５２）を含んでいる、請求項１から３のいずれか１項に記載の装置。
【請求項５】
　前記通信ユニット（２０）は、前記エネルギー供給網（６１）にデータを入力し、前記
エネルギー供給網（６１）からデータを出力するためのデータモジュール（２１）を有し
ている、請求項１から４のいずれか１項に記載の装置。
【請求項６】
　前記配電網端子（１１）と前記通信ユニット（２０）、ならびに前記通信ユニット（２
０）と前記電源ユニット（５０）は、エネルギー供給回線（６０）を介して接続されてお
り、前記論理ユニット（３０）は前記通信ユニット（２０）、前記電源ユニット（５０）
及び前記センサユニット（４０）に接続されており、前記センサユニット（４０）はデー
タ回線（７０、７１、７２、７３、７４、７５）を介して前記電源ユニット（５０）に接
続されている、請求項１から５のいずれか１項に記載の装置。
【請求項７】
　前記特定用途向け集積回路（１０）（ＡＳＩＣ）はトランスファ成形されたモジュール
として実現されている、請求項１から６のいずれか１項に記載の装置。
【請求項８】
　電気エネルギー供給網（６１）に接続されたエネルギー変換端末装置を動作させ、前記
エネルギー供給網（６１）を介してデータを交換し、交換されたデータとセンサデータと
に依存して前記エネルギー変換端末装置を開又は閉ループ制御する方法において、
　前記エネルギー供給網（６１）と前記エネルギー変換端末装置との間に設けられた特定
用途向け集積回路（１０）（ＡＳＩＣ）内で、集積された通信ユニット（２０）によって
、集積された配電網端子（１１）を介して接続された前記エネルギー供給網（６１）から
データを出力し、前記エネルギー供給網（６１）にデータを入力し、前記エネルギー供給
網（６１）を介して交換されるデータを集積された論理ユニット（３０）によって生成及
び処理し、前記集積された論理ユニット（３０）によって、集積された複数のセンサ（４
１）と集積された信号処理部（４２）とを有する集積センサユニット（４０）のセンサデ
ータを受信及び評価し、前記集積された論理ユニット（３０）によって、前記エネルギー
供給網（６１）を介して交換されるデータと受信したセンサデータとに依存して、接続さ
れている前記エネルギー変換端末装置を集積された電源ユニット（５０）を介して開又は
閉ループ制御し、
　前記通信ユニット（２０）は、無線インタフェース（２２）を有しており、
　前記電源ユニット（５０）は、光起電力モジュールを前記エネルギー供給網（６１）に
接続可能であり、
　前記電源ユニット（５０）はエネルギー供給モジュール（５３）を有し、前記エネルギ
ー供給モジュール（５３）はエネルギーの電力変換を行う、
ことを特徴とする方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エネルギー変換端末装置を電気エネルギー供給網に接続し、該エネルギー供
給網を介してデータを交換する装置に関する。なお、この装置には、前記エネルギー供給
網に接続するための配電網端子と、前記エネルギー供給網を介してデータを受信及び送信
する通信ユニットと、データ交換を制御し、かつ、前記エネルギー変換端末装置の電力、
センサの電力及び前記エネルギー変換端末装置を監視する専用の信号処理部の電力を開又
は閉ループ制御する論理ユニットと、前記エネルギー変換端末装置へのエネルギーの流れ
を制御する電源ユニットとが設けられている。
【０００２】
　本発明はさらに、電気エネルギー供給網に接続されたエネルギー変換端末装置を動作さ
せ、前記エネルギー供給網を介してデータを交換し、交換されたデータ及びセンサデータ
とに依存して前記エネルギー変換端末装置を開又は閉ループ制御する方法に関する。
【０００３】
　先行技術
　電気エネルギー使用時の効率を向上させるために、エネルギー生成時にも、エネルギー
を消費するデバイスにおいても、能動的な制御を行うことが益々増えてきている。このた
めにビル管理技術においては、中央の開及び閉ループ制御部がプロプライエタリな通信規
格を介して端末装置と通信する解決手段が公知である。センサとアクチュエータはフィー
ルドバス構造を介して相互に配線されており、センサとアクチュエータの相互の帰属は中
央でプログラムされる。エネルギー供給網内の装置の自主的な登録は行われず、また可能
でもない。制御アルゴリズムは中央で実行され、そうしてデータトラフィックに負荷が掛
かる。例えば、迅速な制御のためには、「セキュア・プロフィバス」や「インターバス」
のような安全なリアルタイムの通信ソリューションを使用しなければならない。
【０００４】
　通常、周波数変換器、センサ、前縁制御器及び電力回路遮断器のようなモジュールと、
通信モジュールとは、制御されるべき装置に別々に取り付けられるか、または別個の測定
箇所に設けられる。しかし、種々の要素から成るこの構造はシステムの診断可能性を強く
制限する。なぜならば、簡単に記述できる目標状態が知られておらず、目標状態からの偏
差も簡単に求めることができないからである。
【０００５】
　例えば家電品の中のブラシレスモータのモータ駆動制御のような現在の統合型ソリュー
ションは、フェアチャイルド社の型番ＦＳＢ５０２５０のマルチチップモジュールを利用
する。この場合には、しかし、センサ系も論理ユニットも設けられていない。その一方で
、マサチューセッツ工科大学の「モノのインターネット」のコンセプトは、各端末装置に
ローカルインテリジェンスを備え付け、例えば家電、安全モニタ及びエネルギー源の自己
組織化を可能にする。しかし、このコンセプトは、現状では、一般に既存の装置構成に含
ませることのできない高価な電子部品が端末装置に存在していることを前提としている。
【０００６】
　「デジタルストリーム」のような現在公知の第１の解決手段は、統合化の一部しかカバ
ーしておらず、さらに約６０ワットのスイッチング電力に限定されている。
【０００７】
　エネルギー消費デバイス又はエネルギー生成デバイスに存在する「ローカルインテリジ
ェンス」によるこれらのコンセプトの実現は、小さなサイズの、規格化された安価なソリ
ューションによって促進される。
【０００８】
　公知の装置における欠点は、ソリューションが複数の部品から組み立てられているため
に、比較的大きなスペースを取り、かなりの設置コストを要することにある。
【０００９】
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　本発明の課題は、電力線を介して駆動されるデータネットワークにエネルギー変換端末
装置を低コストかつ省スペースで接続できる装置及び方法を提供することである。
【００１０】
　発明の概要
　装置に関する本発明の課題は、配電網端子と、通信ユニットと、論理ユニットと、複数
のセンサを有するセンサユニットと、前記複数のセンサに割り当てられた信号処理部と、
電源ユニットが、１つの特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）に統合されていることによっ
て解決される。この集積回路により、エネルギー変換を行う電気的端末装置はデータネッ
トワークを介して接続された環境内で動作することが可能となる。データネットワークの
様々な加入者のデータ伝送は、エネルギー供給網の回線を介して行われる。その結果、デ
ータ伝送のための特別なデータネットワークを構築するのに比べて、設置コストが明らか
に低下する。データ交換はネットワーク加入者間ならびに例えば中央制御装置及びエネル
ギー管理部との通信を可能にする。本発明による装置は、通信、インテリジェンス、パワ
ーエレクトロニクス、センサ系、及び独立した制御アルゴリズムの機能を、ＡＳＩＣとし
て実現された集積モジュールに統合している。この集積回路は多くの適用分野で使用する
ことができる。例えば、家電品や、エネルギー節約と例えば診断やメンテナンスなどの通
信のために益々その場でインテリジェンスを必要とする他の工業及び商業機器において、
電動消費デバイスの穏やかな始動、複数の温度データを同時に受け取った場合のポンプ動
作などに使用することができる。複数の機能を特定用途向け集積回路に統合することによ
って、低い部品コスト及び設置コストで、かつ各エネルギー変換端末において可能な限り
小さなスペースしか要せずに、大ロット生産技術を広めることができる。エネルギー変換
端末装置に固有のインテリジェンスが設けられていることによって、例えばモータの２次
インダクタンスを利用する高スイッチング電力の周波数変換器のコンセプトも実現可能で
ある。なぜならば、その場合、システム全体に負荷の掛かる中央の開及び閉ループ制御部
とのデータトラフィックを要さずに、計算、制御及び評価に高いコストを投じることが可
能だからである。
【００１１】
　複数のエネルギー変換端末装置のデータ交換と開又は閉ループ制御とに必要なインテリ
ジェンスは、論理ユニットが、少なくとも、エネルギー変換端末装置の閉ループ制御、開
ループ制御及び診断、センサデータの処理、エネルギー供給網から通信ユニットを介して
受信した設定情報及び制御情報の処理、エネルギー供給網への通信ユニットを介してのロ
グインデータ及びステータス情報の送信を行うための計算ユニットを有していることによ
って提供される。この計算ユニットは、手元にあるセンサデータを考慮して、ローカルな
開及び閉ループ制御タスクと診断タスクを引き受ける。計算ユニットはデータネットワー
クから設定及び制御命令を受け取り、逆にステータス情報、ログイン情報、センサデータ
、アラームないし他の関連イベントをエネルギー管理部又は他のネットワーク加入者へ通
信する。
【００１２】
　本発明の特に有利な実施形態によれば、センサユニットは加速度、姿勢、温度、電流及
び／又は電圧を求めるための集積センサを有している、及び／又は、センサユニットは外
部センサデータを受け取るためのインタフェースを有しており、かつセンサユニットはセ
ンサから供給される信号の信号処理部を有している。複数のセンサを特定用途向け集積回
路に統合することによって、多くの使用場面で必要なセンサ機能を手頃なコストで提供す
ることができる。インタフェースは他の任意選択的な外部センサの接続を可能にする。集
積センサ及び外部センサの信号処理は統合された信号処理部によって行ってよい。
電源ユニットが、消費デバイス駆動制御モジュール、オンオフスイッチ及び／又はエネル
ギー供給モジュールを含んでいるならば、電源ユニットは、消費デバイス駆動制御モジュ
ールとオンオフスイッチとを介したエネルギー変換端末装置へのエネルギー供給も、任意
選択的に、端末装置がエネルギーを生成する場合には、エネルギー変換端末装置からエネ
ルギー供給モジュールを介してエネルギー供給網へのエネルギー逆供給の制御も引き受け
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る。消費デバイス駆動制御モジュールでは、様々な駆動制御の形態、例えば周波数変換や
前縁制御が実現可能である。それゆえ、接続されたエネルギー変換端末装置の電力は、デ
ータネットワークを介して中央で制御することも、論理ユニットにおいてローカルに実行
されている最適化規則に従って制御することもできる。
【００１３】
　他のネットワーク加入者との外部データ交換は電気エネルギー供給網を介して行われる
。したがって、通信ユニットはエネルギー供給網へのデータの入力とエネルギー供給網か
らのデータの出力のためのデータモジュールを有している、及び／又は、通信ユニットは
無線インタフェースを有しているとしてよい。エネルギー供給網を介したデータ交換は、
電力線に適した公知の通信規格を介して、例えばＴＣＰ／ＩＰを介して行うことができる
。データモジュールはそのために通信ストリームをエネルギーストリームから切り離し、
通信ストリームを後続の論理モジュールに供給する。さらに、データモジュールは論理モ
ジュールから情報を受け取り、これらの情報をエネルギー供給網中に分配する。例えば任
意選択的に設けられる無線インタフェースは、エネルギー供給網には接続されていないア
クチュエータ又はセンサとの通信を可能にする。この場合、無線インタフェースが付加的
なゲートウェイ機能を引き受ける。好ましくは、無線インタフェースに対して、電波自体
からのエネルギー供給又は必要な測位サービスもサポートする無線規格が割り当てられる
。なお、測位サービスも同様にローカルに評価することができる。
【００１４】
　エネルギー供給網からエネルギー変換端末装置へのエネルギーストリームと、特定用途
向け集積回路内の種々の組み込みモジュール間のデータストリームは、配電網端子と通信
ユニットとが、また通信ユニットと電源ユニットとがエネルギー供給回線を介して接続さ
れており、論理ユニットが通信ユニット、電源ユニット及びセンサユニットと接続されて
おり、センサユニットがデータ回線を介して電源ユニットと接続されていることによって
実現することができる。
【００１５】
　本発明の有利な実施形態によれば、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）はトランスファ
成形されたモジュールとして実現されている。システム・イン・パッケージとして知られ
るこの形態は、手頃なコストで、コンパクト性、天候の影響と機械的影響に対するロバス
ト性、電気的絶縁及び損失熱の排出を保証する。
【００１６】
　方法に関する本発明の課題は、エネルギー供給網とエネルギー変換端末装置との間に設
けられた特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）内で、集積された通信ユニットにより、集積
された配電網端子を介して接続された前記エネルギー供給網からデータが出力され、前記
エネルギー供給網にデータが入力され、前記エネルギー供給網を介して交換されるデータ
は集積された論理ユニットにより生成及び処理され、前記集積された論理ユニットにより
、集積された複数のセンサと集積された信号処理部とを有する集積センサユニットのセン
サデータが受信及び評価され、前記集積化された論理ユニットにより、前記エネルギー供
給網を介して交換されるデータと受信したセンサデータとに依存して、接続されているエ
ネルギー変換端末装置の消費デバイス制御部が集積化された電源ユニットを介して開又は
閉ループ制御されるようにすることで解決される。この方法によれば、種々のエネルギー
変換端末装置、例えばポンプ、家電品、電動消費デバイス又は他の工業及び商業機器は、
エネルギー供給網と融合したデータネットワーク（電力線）の枠内で動作することが可能
となる。その際、開及び閉ループ制御タスクは端末装置においてローカルに実行してもよ
いし、中央の制御装置又はエネルギー管理装置を介して実行してもよい。データ交換、端
末装置への電力供給の開又は閉ループ制御、及びセンサによる動作データの捕捉は、特定
用途向け集積回路において行われるので、低コストかつ大ロットで実現可能である。
【００１７】
　以下に、図面に示された実施例に基づいて本発明をより詳しく説明する。
【図面の簡単な説明】
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【００１８】
【図１】集積回路（ＡＳＩＣ）の概略図を示す。
【実施例】
【００１９】
　図１に示されている集積回路１０（ＡＳＩＣ）は、図示されていないエネルギー変換端
末装置を電気エネルギー供給網６１に接続し、このエネルギー供給網６１を介してデータ
を交換するために用いられる。
【００２０】
　集積回路１０は配電網端子１１、通信ユニット２０、論理ユニット３０、センサユニッ
ト４０及び電源ユニット５０を含んでいる。
【００２１】
　通信ユニットは、データモジュール２１と集積化アンテナ２３に接続されている無線イ
ンタフェース２２とから構成されている。無線インタフェース２２と、接続された積化ア
ンテナ２３は、任意選択的に設けられる構成要素である。
【００２２】
　論理ユニット３０はμコントローラの形態の計算ユニット３１を含んでいる。
【００２３】
　センサユニット４０内には、集積センサ４１、信号処理部４２及び図示されていない外
部センサとの接続のためのインタフェース４３が組み込まれている。
【００２４】
　電源ユニット５０は、消費デバイス駆動制御モジュール５１、オンオフスイッチ５２及
びエネルギー供給モジュール５３を含んでいる。エネルギー供給モジュール５３を設ける
か否かは任意である。
【００２５】
　配電網端子１１はエネルギー供給網６１に接続されている。この接続は単相又は三相で
行うことができる。出力側で、配電網端子１１はエネルギー／データ接続６２を介して通
信ユニット２０のデータモジュール２１に接続されている。エネルギー供給網６１もエネ
ルギー／データ接続６２も、エネルギーとデータを輸送するための電力線接続として設け
られている。
【００２６】
　論理ユニット３０は、第１データ回線７０を介して通信ユニット２０に、第２データ回
線７１によってセンサユニット４０に、第３、第４及び第５データ回線７２、７３、７４
によって電源ユニット５０に接続されている。ここで、第３データ回線７２はエネルギー
供給モジュール５３を、第４データ回線７３は消費デバイス駆動制御モジュール５１を、
第４データ回線７４はオンオフスイッチ５２を、論理ユニット３０に接続している。エネ
ルギー供給モジュール５３と消費デバイス駆動制御モジュール５１は第６データ回線７５
を介してセンサユニット４０に接続されている。センサユニット４０は信号線７６を介し
て図示されていない任意選択的な外部センサに接続されている。
【００２７】
　図示されていないエネルギー変換端末装置は、端末装置端子６７を介して電源ユニット
５０のオンオフスイッチ５２に接続されている。エネルギー変換端末装置へのエネルギー
ストリームは、電源ユニット５０の内部で、消費デバイス駆動制御モジュール５１から第
２エネルギー線６５を介してオンオフスイッチ５２へと生じる。端末装置端子６７にエネ
ルギー生成端末装置が接続されている場合には、エネルギーストリームはオンオフスイッ
チ５２から第２逆供給回線６６を介してエネルギー供給モジュール５３へと生じる。
【００２８】
　電気エネルギーは、配電網端子１１を介してエネルギー供給網６１から受け取られるか
、エネルギー生成端末装置の場合であれば、エネルギー供給網６１に供給される。同時に
、配電網端子１１を介してエネルギー供給網６１上で電力線通信規格に従って双方向通信
が行われる。これにより、中央制御装置もしくはエネルギー管理装置とのデータ交換、な
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らびに、同じくデータ交換のためにこのような集積回路１０を備えた他のエネルギー変換
端末装置とのデータ交換が可能になる。
【００２９】
　通信ユニット２０は、電力線通信規格、例えばインターネット向けのＴＣＰ／ＩＰプロ
トコルに従った通信処理を引き受ける。通信モジュール２０内に含まれているデータモジ
ュール２１は、通信ストリームをデータストリームから分離し、通信ストリームを後続の
論理ユニット３０に供給するか、又は論理ユニット３０から情報を受け取り、これらの情
報をエネルギー供給網６１中に分配する。無線インタフェース２２は、例えばエネルギー
供給網６１には接続されていない他の分散したアクチュエータ及びセンサとの通信を可能
にするための任意選択的な補足である。このように、無線インタフェース２２は付加的な
ゲートウェイの機能を引き受ける。無線インタフェース２２の１つの有利な実施形態は、
電波自体からのエネルギー供給又は必要な測位サービスもサポートする無線規格である。
【００３０】
　計算ユニット３１が組み込まれた論理ユニット３０は、ローカルな開及び閉ループ制御
タスクと診断タスクの処理を引き受ける。論理ユニット３０は、設定と制御をエネルギー
供給網６１から受け取り、逆にステータス情報、ログイン情報、センサデータ、アラーム
ないし他の関連イベントを、通信ユニット２０、配電網端子１１及びエネルギー供給網６
１を介してエネルギー管理部又は他の付加価値サービス又は他のネットワーク加入者へ通
信する。
【００３１】
　センサユニット４０は組み込まれた集積センサ４１の測定データを論理ユニット３０に
提供し、任意選択的に、例えばエネルギー変換端末装置内に設けられた外部センサに対す
るインタフェース４３を提供する。集積センサ４１と外部センサの信号は信号処理部４２
において処理される。
【００３２】
　図示された実施形態では、電源ユニット５０はエネルギー消費端末装置の接続とエネル
ギー生成端末装置の接続を可能にする。接続されたエネルギー変換端末装置の電力は消費
デバイス駆動制御モジュール５１によって制御される。その際、単純なオンオフスイッチ
機能の他に別の駆動制御機能、例えば前縁又は後縁制御が設けられていてもよい。エネル
ギー変換端末装置としてエネルギー生成端末装置が接続されている場合には、エネルギー
供給モジュール５３はエネルギー供給網６１へのエネルギー逆供給を引き受ける。その際
、エネルギー供給モジュール５３において、電力限界に依存して少量のエネルギーの電力
変換が行われるようにしてよい。電源ユニット５０はこのようにして例えばエネルギー変
換端末装置として光起電力モジュールをエネルギー供給網６１に接続することができる。
オンオフスイッチ５２は出力時にもエネルギー生成モードにおいてもエネルギーストリー
ムのスイッチオン及びオフを確実にする。
【００３３】
　配電網端子１１、通信ユニット２０、論理ユニット３０、センサユニット４０及び電源
ユニット５０の機能ブロックは、相応の配線技術によって特定用途向け集積回路１０（Ａ
ＳＩＣ）に統合されている。特別な実施形態では、集積回路１０はトランスファ成形され
た小型モジュール（システム・イン・パッケージ）の中に詰め込まれていてもよい。上記
機能を集積素子に統合することによって、低コストかつ大ロットで上記機能を実現するこ
とが可能となる。集積回路１０はこのように、種々のエネルギー変換端末装置をエネルギ
ー供給網６１に接続するため、及びエネルギー供給網６１上に実現されたデータネットワ
ークのために設けることができる。
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